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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期
第１四半期
累計(会計)期間

第46期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（千円） 602,369 2,252,435

経常利益（千円） 88,123 167,593

四半期（当期）純利益（千円） 53,625 99,948

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ －

資本金（千円） 717,495 717,495

発行済株式総数（千株） 6,245 6,245

純資産額（千円） 2,962,051 2,933,157

総資産額（千円） 3,955,032 3,931,236

１株当たり純資産額（円） 474.31 469.68

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
8.59 16.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

１株当たり配当額（円） － 4.00

自己資本比率（％） 74.9 74.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
94,754 338,899

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△3,072 △132,855

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△59,150 △305,244

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
182,210 149,678

従業員数（人） 92 91

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

　　　　　は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 92 (10)

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー等）は、当第１四半期会計期間の平均人員を

　　　　（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第１四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

リニアベアリング（千円） 362,289

エンジンパーツ（千円） 194,228

ポジショニングステージ（千円） 42,294

合計（千円） 598,812

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当第１四半期会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

受注高（千円） 受注残高（千円）

リニアベアリング 393,057 201,937

エンジンパーツ 161,598 30,704

ポジショニングステージ 52,744 29,434

合計 607,400 262,076

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当第１四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

リニアベアリング（千円） 365,847

エンジンパーツ（千円） 194,228

ポジショニングステージ（千円） 42,294

合計（千円） 602,369

　（注）１．当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとお

りであります。

相手先

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

ＴＨＫ株式会社 317,570 52.7

株式会社本田技術研究所 166,125 27.6

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題や原油・原材料の高騰を背景に、個人消費の

伸び悩みや設備投資の後退も見られ、景気後退傾向が鮮明となり、先行き不透明な状況下での推移となりました。

　このような経済環境のもとで、当社は既存取扱製品の拡販を図るため、顧客からの要求に即応できる設計から製造

及び販売までの製販一体の体制を強化及び原価低減に努めてまいりました。

　しかしながら、当社の主力製品でありますリニアベアリングにつきましては、各種産業用機械メーカーからの受注

が減少し、当第１四半期の売上高は365,847千円となりました。

　エンジンパーツにつきましては、モータースポーツ向けの受注が減少し、売上高は194,228千円となりました。

　ポジショニングステージにつきましては、プリント基板製造装置向けステージが好調に推移し、売上高は42,294千

円となりました。

　この結果、当第１四半期の業績は、売上高は602,369千円（前年同期比3.2％減）、経常利益は88,123千円（同2.9％

増）、当第１四半期純利益は53,625千円（同3.7％増）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ32,531千円増加し、

182,210千円となりました。

　当第１四半期末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は94,754千円となりました。

　これは主に税引前当四半期純利益84,773千円及びその他の流動負債の増加47,506千円等による資金の増加に対し、

法人税等の支払40,525千円等による資金の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は3,072千円となりました。

　これは主に有形固定資産の取得による支出2,349千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は59,150千円となりました。

　これは主に長期借入金返済による支出42,740千円等によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、10,651千円であります。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,720,000

計 18,720,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,245,000 6,245,000 ジャスダック証券取引所 －

計 6,245,000 6,245,000 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成15年６月26日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 108

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 108,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 330

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日から

平成21年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　330

資本組入額　　　165

新株予約権の行使の条件

・被付与者は当社の役員、従業員又は当社との顧問契約

を締結中であること。

・被付与者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を

相続できる。

・その他の条件は、当社と被付与者との間で締結する契

約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 ・取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしておりま

す。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることとしております。
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調整後

行使価額
＝

既発行

株式数 ×
調整前

行使価額 ＋
新規発行又は

処分株式数 ×
１株当たり払込金額

又は未処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

としております。

３．当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、又は当社が新設分割もし

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うこととしております。

４．平成15年９月22日開催の取締役会決議に基づき、平成15年10月30日をもって１株を10株に分割いたしまし
た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額

が調整されております。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～　

平成20年６月30日　

　

－ 6,245,000 － 717,495 － 664,455

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,241,000 6,241 －

単元未満株式 普通株式　　　4,000 － －

発行済株式総数 　　　　　6,245,000 － －

総株主の議決権 － 6,241 －

（注）「完全議決権株主（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

　　　「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 172 181 193

最低（円） 147 160 159

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、創研合同監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 240,433 207,901

受取手形及び売掛金 744,035 716,114

製品 7,362 9,546

原材料 163,585 170,069

仕掛品 291,709 296,958

その他 27,772 26,595

貸倒引当金 － △568

流動資産合計 1,474,899 1,426,618

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 987,268 1,003,535

土地 1,063,504 1,063,504

その他（純額） 289,680 298,404

有形固定資産合計 ※
 2,340,453

※
 2,365,444

無形固定資産 4,799 5,264

投資その他の資産 134,879 133,908

固定資産合計 2,480,132 2,504,617

資産合計 3,955,032 3,931,236

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 356,785 362,251

1年内返済予定の長期借入金 87,834 112,760

未払法人税等 35,800 48,000

引当金 7,160 27,000

その他 127,985 53,314

流動負債合計 615,564 603,325

固定負債

長期借入金 109,886 127,700

退職給付引当金 36,760 34,733

役員退職慰労引当金 230,769 232,318

固定負債合計 377,415 394,752

負債合計 992,980 998,078
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

（平成20年３月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 717,495 717,495

資本剰余金 664,455 664,455

利益剰余金 1,582,009 1,553,363

株主資本合計 2,963,959 2,935,313

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,907 △2,155

評価・換算差額等合計 △1,907 △2,155

純資産合計 2,962,051 2,933,157

負債純資産合計 3,955,032 3,931,236
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

売上高 602,369

売上原価 374,193

売上総利益 228,176

販売費及び一般管理費 ※
 138,975

営業利益 89,201

営業外収益

受取利息 22

その他 99

営業外収益合計 121

営業外費用

支払利息 764

債権売却損 364

その他 70

営業外費用合計 1,199

経常利益 88,123

特別利益

貸倒引当金戻入額 568

特別利益合計 568

特別損失

固定資産除却損 3,917

特別損失合計 3,917

税引前四半期純利益 84,773

法人税等 31,147

四半期純利益 53,625
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 84,773

減価償却費 33,780

貸倒引当金の増減額（△は減少） △568

賞与引当金の増減額（△は減少） △19,840

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,026

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,549

受取利息及び受取配当金 △22

支払利息 764

固定資産除却損 3,917

売上債権の増減額（△は増加） △27,920

たな卸資産の増減額（△は増加） 13,916

仕入債務の増減額（△は減少） △11,608

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,176

その他の流動負債の増減額（△は減少） 59,529

小計 136,022

利息及び配当金の受取額 22

利息の支払額 △764

法人税等の支払額 △40,525

営業活動によるキャッシュ・フロー 94,754

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,349

投資有価証券の取得による支出 △300

貸付金の回収による収入 90

その他 △513

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,072

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △42,740

配当金の支払額 △16,410

財務活動によるキャッシュ・フロー △59,150

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 32,531

現金及び現金同等物の期首残高 149,678

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 182,210
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　会計処理基準に関する事項

の変更

（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産について

は、従来、主として総平均法による原価法によって

おりましたが、当第１四半期会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴

い、主として総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

（2）リース取引に関する会計基準の適用

  所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、従来、賃貸借取引に係る会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月

１日以後開始する事業年度に係る四半期財務諸表

から適用することができることになったことに伴

い、当第１四半期会計期間から新規取得のリース

資産についてこれらの会計基準等を適用し、通常

の売買取引に係る会計処理によっております。ま

た、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　ただし、当第１四半期は新規取得のリース資産が

ないため、この変更により損益に与える影響はあ

りません。

　なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初

年度開始日前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、引き続き通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を適用しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１　棚卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末における棚卸高の算出に関

しては、実地棚卸を省略し前事業年度に係る実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定しておりま

す。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法を採用しております。

２　原価差異の配賦方法 　標準原価を適用しているために原価差異が生じた場

合、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦を年

度決算と比較して簡便的に実施する方法を採用して

おります。

３　固定資産の減価償却の算

　定方法

　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積り

を考慮した予算を策定しているため、当該予算に基づ

く年間償却予算額を期間按分して算定しております

４　繰延税金資産及び繰延税

　金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事

業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合に、前事業

年度決算において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法を採用しておりま

す。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む

事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。　

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示して

おります。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額

                           1,778,278千円

※　有形固定資産の減価償却累計額

                           1,822,234千円

  

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　
　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
　　は、次のとおりであります。　

役員報酬    24,650千円

給与手当 30,578

賞与引当金繰入額 2,964

役員退職慰労引当金繰入額　 2,991

支払報酬 10,598

研究開発費　 10,651

　 　

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定      240,433千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △58,223

現金及び現金同等物      182,210千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　6,245千株

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日

定時株主総会
普通株式 24,980 4 平成20年３月31日 平成20年６月27日 　利益剰余金

（有価証券関係）

　当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）

　　　　　１. 満期保有目的の債券で時価があるもの

　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　２. その他有価証券で時価があるもの

　　　　　前事業年度の末日に比べて著しい変動はありません。

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）

　　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。　　

（持分法損益等）

　当第１四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　該当事項はありません。　　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　当第１四半期会計期間において付与したストック・オプションはありません。

（企業結合等関係）

　当第１四半期会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　　該当事項はありません。　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 474.31円 １株当たり純資産額 469.68円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8.59円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純利益（千円） 53,625

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 53,625

期中平均株式数（千株） 6,245

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

　－

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）

　　前事業年度の末日に比べて著しい変動はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

ヒーハイスト精工株式会社

取締役会　御中

創研合同監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 本間　寛　　　印

 業務執行社員  公認会計士 佐竹　邦彦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヒーハイスト精工株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第47期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ヒーハイスト精工株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

　　　　　告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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